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場所 城東保健福祉エリ ア複合棟３ 階 第1･2研修室

静岡市感染症予防計画について

資料１



次第

１ ． 静岡市感染症対策協議会の進め方
（ 予防計画策定の経緯・ 協議会の今後の進め方・ 今後のス ケジュ ール）

２ ． 県と 市の予防計画について
（ 予防計画策定のための基本指針・ 予防計画の構成・ 体制確保に係る 数値目標）

３ ． 静岡市感染症予防計画の骨子（ 基本方針）

４ ． 静岡市感染症予防計画における 主な取組

５ ． 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症に関する アンケート 調査結果（ 予防計画関連） について

６ ． 新興感染症への対応

７ ． 特に総合的に予防対策を推進すべき 感染症対策
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１ ． 静岡市感染症対策協議会の進め方
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２ ． 県と 市の予防計画について

内容（ 概要）県市予防計画の構成

（ 共通） 感染症の発生及ぼま ん延防止に備えた事前対応型行政の構築、
市（ 県） 民個人に置ける 感染症の予防及び治療に重点を 置いた対策、
健康危機管理の観点に立っ た迅速かつ的確な対応、
関係機関と の連携体制の強化、
人権の尊重

〇〇基本指針

（ 共通） 感染症情報の収集、 積極的疫学調査の実施、 防疫措置、
外出自粛対象者の療養生活の環境整備

（ 市） 予防接種の推進及びモニタ リ ングの検討
（ 県） 宿泊施設の確保

〇〇発生前及び発生後の対策

（ 共通） 医療機関ごと の役割、 感染症患者の移送、
体制確保に係る 数値目標 ※詳細は次頁

（ 県） 医療体制の整備
〇〇

感染症にかかる 医療提供体制及び
感染症患者の移送体制の確保

（ 共通） 国、 検疫所等と の連携協力及び地方公共団体と の連携体制
（ 市） ふじ のく に感染症管理セン タ ーと の連携〇〇

国・ 県・ 他県等及び関係機関と の
連携協力の推進

（ 共通） 調査研究の推進、 検査能力の強化、 人材育成〇〇調査研究の推進及び人材の育成

（ 共通） 正し い知識の普及啓発、 人権の尊重
（ 市） 適切な情報提供、 個人情報の保護〇〇

感染症に関する 知識の普及啓発と
情報提供

（ 共通） 特定感染症予防指針に基づく 個別の対策計画等を 有する 感染
症について〇〇

特に総合的に予防対策を推進すべ
き 感染症対策

（ 共通） 水害等の災害発生時の体制整備、 管内居住外国人への対応〇〇その他の施策
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（ 予防計画策定のための基本指針）
 感染症予防計画の策定にあたっ ては、 感染症法第９ 条第１ 項において国が基本指針を 定める こ と と さ れている 。

ま た、 同法第10条第１ 項において、 基本指針に即し て都道府県が予防計画を 策定し 、 同条第14項において保健
所設置市等は、 都道府県が定める 予防計画に即し て予防計画を 定める こ と と さ れている 。

（ 予防計画の構成）



２ ． 県と 市の予防計画について

（ 体制確保に係る 数値目標）

県市数値目標
数値目標を設定

する 事項

〇ー

①病床数
②発熱外来機関数
③自宅・ 宿泊施設・ 高齢者施設における 療養者等に医療を 提供する 機関数

（ 病院・ 診療数、 薬局数、 訪問看護事業所数）
④後方支援を 行う 医療機関数
⑤他の医療機関に派遣可能な医療人材数（ 医師数、 看護師数）

医療提供体制

〇ー⑥個人防護具を 十分に備蓄し ている 協定締結医療機関の数物資の確保

〇〇⑦検査の実施能力、 地方衛生研究所等における 検査機器の数検査体制

〇ー⑧宿泊施設の確保居室数宿泊療養体制

〇〇
⑨医療機関や都道府県等職員に対する 年１ 回以上の研修及び訓練の回数人材の養成及び

資質の向上

〇〇
⑩流行開始から １ か月間において想定さ れる 業務量に対する 人員確保数

即応可能なIHEAT要員の確保数（ IHEAT研修受講者数）
保健所の体制整
備
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３ ． 静岡市感染症予防計画の骨子（ 基本方針）

内 容基本方針

 事前対応型行政の推進
• 感染症の発生状況や動向を 把握する ための感染症発生動向調査体制の整備、 県・ 市予防計

画、 国の特定感染症予防指針に基づく 取組を 通じ 、 普段から 感染症の発生及びま ん延を防
止

感染症の発生及びま ん延に備え
た事前対応型行政の構築

 社会全体の予防の推進
• 感染症の発生状況・ 動向・ 原因の情報収集を 行う と と も に、 分析及び結果、 感染症の予

防・ 治療に必要な情報を市民へ積極的に公表
• 市民個人の予防、 感染症患者に対する 良質かつ適切な医療の提供を 通じ た早期治療

市民個人における 感染症の予防
及び治療に重点を 置いた対策

 健康危機管理体制の構築
• 感染症発生動向調査体制の確立に向けた行政機関内の関係部門における 連携
• 国、 県、 市医師会等の医療関係団体等と 適切に連携し 、 迅速かつ的確に対応でき る 体制を

整備

健康危機管理の観点に立っ た迅
速かつ的確な対応

 関係機関と 連携し た感染症対策の推進
• 関係機関で構成さ れる 県連携協議会等を 通じ 、 市予防計画の策定や進捗の確認、 感染症の

発生及びま ん延を 防止する ため必要な対策を 協議
• 市感染症対策協議会において、 市予防計画の推進について協議する と と も に、 数値目標の

達成情報の共有、 取組状況報告によ り 市予防計画を 推進
• 複数の都道府県等、 広域的な感染症のま ん延のおそれがある 場合、 市と 県の相互協力によ

り 感染症対策を 実施

関係機関と の連携体制の強化

 感染症に関する 人権尊重と 正し い知識の普及
• 患者等の個人の意思や人権を 尊重し 、 良質かつ適切な医療を 受けら れ、 早期に社会に復帰

でき る 環境を整備
• 感染症に関する 個人情報の保護には十分留意する と と も に、 感染症に対する 差別、 偏見防

止・ 解消のため、 報道機関と 協力し 、 あら ゆる 機会を 通じ 、 正し い知識を普及

人権の尊重
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４ ． 静岡市感染症予防計画における 主な取組

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

 情報収集
 各医療機関の医師、 学校、 社会福祉施設等から 感染症発生状況を 速やかに収集し 、 必要に

応じ 疫学調査を 実施
①発生届受理の状況 155件（ 結核51件、 3･4類感染症13件、 5類感染症91件）
②感染症発生動向調査（ 患者定点医療機関数）

イ ンフ ルエンザ/COVID-19： 25定点、 小児科（ 手足口病等） ： 16定点、
基幹（ マイ コ プラ ズマ肺炎等） ： 2定点など

③イ ンフ ルエンザ学級閉鎖の状況 ７ 件： 小学校５ 件、 中学校１ 件、 高等学校１ 件
④感染症媒介蚊モニタ リ ング（ デングウ イ ルス 等） ： 6月から 10月に駿府城公園で月１ 回実施

 疫学調査
 感染症発生（ 疑い含む） の情報を 受け、 必要に応じ て調査及び市環境保健研究所等におい

て病原体の検査・ 分析を実施する と と も に、 検査結果を 国や検体提供医療機関に報告
①積極的疫学調査の状況： 感染症法第15条第１ 項に基づく 患者調査を 実施

腸管出血性大腸菌感染症３ 件,Ａ 型肝炎１ 件,Ｅ 型肝炎１ 件,デング熱１ 件,レ ジオネラ 症７ 件
②社会福祉施設等集団発生状況： 嘔吐下痢２ 件
③病原体定点医療機関から の病原体回収及び検査状況： 月1回収（ 39検体）
④発生届等に基づく 病原体の検査及び国への報告： 115件
⑤新型コ ロ ナウ イ ルス ゲノ ム解析： 189件

 情報発信
 感染症に関する 発生状況を 市ホームページや報道機関等を 通じ て、 速やかに、 分かり やす

く 発信
①（ 新規） 動画によ る 感染症発生状況の発信

現在市内で流行し ている 感染症の状況、 流行地域、 感染症予防対策等を ８ 月から 毎週発信
②報道機関を通じ た情報発信

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症やイ ンフ ルエンザの発生状況を 報道機関を 通じ 広く 周知
（ 7/17コ ロ ナ注意報、 7/31コ ロ ナ警報、 10/31イ ンフ ル流行期）

③市ホーム ページによ る 感染症発生状況等の発信： 感染症発生動向調査結果を 毎週発信
④高齢者施設への周知啓発： 入所者への結核検診受診勧奨及び結核の早期発見及び早期治療

に関する 注意喚起

 情報収集
• 感染症発生動向調

査によ る 一元的か
つ迅速な情報収集

• 感染症発生届出、
高齢者施設等から
の集団感染発生報
告等によ る 状況把
握

 疫学調査
• 病原体の回収・ 検

査・ 分析及び分析
結果の報告・ 提供

 情報発信
• 市ホームページ、

動画、 チラ シ、 報
道機関等によ る 情
報発信

☟今週の感染症予報

情報の収集・
分析・ 発信
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４ ． 静岡市感染症予防計画における 主な取組

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

市保健所の体制やIHEAT要員によ る 保健所支援体制を 整備する と と も に、 保健所職員等
の感染症対応力の向上を図る
IHEATと は： 令和４ 年12月の感染症法改正に伴い、 新型イ ンフ ルエンザ等発生時等に
保健所業務を 補完する ため潜在保健師等を派遣する 仕組み

 保健所の体制整備
①IHEAT研修の実施及びIHEAT要員の確保
・ IHEAT要員のス キル向上のため、 積極的疫学調査、 個人防護服着脱等の研修を 県と 共

催で実施（ 10/10： 県藤枝総合庁舎、 静岡市登録者１ 名参加）
・ 外部の専門職（ 保健師等） を 活用し た IHEAT要員確保： 登録人数12人
②感染症検査体制の確保： 感染症検査能力84件/日（ 市環境保健研究所）

 保健所職員等の人材育成
①感染症ス ク リ ーニン グ体制の確保
・ 新興感染症の発生可能性調査体制の確保（ 発生時に検査機関によ る 調査）
・ 新興感染症発生時の検査実施訓練（ 9/19： 市環境保健研究所職員10名参加）
②保健所職員向け感染症対策研修
・ 感染症発生時の患者対応訓練（ 10/10： 県藤枝総合庁舎等、 職員６ 名参加）
・ 標準予防策及び積極的疫学調査等についての講義

（ 令和７ 年２ 月頃実施予定： 流行初期に業務にあたる 職員対象54名）
③関係機関と の合同カンフ ァ レ ンス ：
・ 市内病院、 医師会、 外来感染対策向上加算取得医療機関、 市保健所が参加し 、 訓練

及び感染症対策の情報共有、 意見交換： 保健所他課を 含む職員（ 7/3， 9/5， 12/4，
3/6（ 予定） 、 Web等）

④その他感染症対策研修
・ 希少感染症診断技術研修会： 職員2名参加予定（ 12月実施予定、 Web）
・ 感染症危機管理研修会： 職員延べ12名参加予定（ 今年度３ 回実施予定、 Web）
・ 結核研修、 エイ ズ研修、 動物由来感染症研修、 感染症及び食中毒処理合同研修会等

 市体制整備
• 新興感染症の流行初期に

おける 保健所の人員確保
（ ５ ４ 人）

• 感染症の検査能力・ 検査
機器の確保（ ８ ４ 件／日、
検査機器数３ 台）

• 人材育成
• 感染症対応に関する 保健

所職員への研修の実施
（ １ 回以上／年）

• 県等と 連携し た IHEAT研
修の実施（ １ ２ 人／年）市保健所等の

体制整備・
人材育成
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４ ． 静岡市感染症予防計画における 主な取組

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

各種予防接種を 推進し 、 感染症予防及びま ん延防止を 図る と と も に、 教育機関と 連
携を 図り 、 感染症施策を推進し ていく

 予防接種業務の推進
① HPVワ ク チン接種の推進
＜接種状況＞
（ 定期接種）
・ 接種率（ ％） ＝定期接種対象者の接種者数/定期接種対象者人口

R6上半期（ 4~9月） ： １ 回目13.3% 、 ２ 回目5.3% 、 ３ 回目1.2%
R5上半期（ 4~9月） ： １ 回目11.5% 、 ２ 回目3.7% 、 ３ 回目2.3%

・ （ 参考） 国基準接種率（ ％） ＝定期対象者の接種者数/中１ 女子人口
R6上半期（ 4~9月） ： １ 回目66.0% 、 ２ 回目26.4% 、 ３ 回目6.2%
R5上半期（ 4~9月） ： １ 回目57.3% 、 ２ 回目18.4% 、 ３ 回目11.5%

（ キャ ッ チアッ プ）
・ 接種率（ ％） ＝キャ ッ チアッ プ対象者の接種者数/キャ ッ チアッ プ対象者人口

R6上半期（ 4~9月） ： １ 回目16.9% 、 ２ 回目4.2% 、 ３ 回目2.2%
R5上半期（ 4~9月） ： １ 回目3.7% 、 ２ 回目2.7% 、 ３ 回目2.3%

＜周知啓発＞
（ 定期接種）
・ （ 新規） 市立小・ 中・ 高等学校等の接種対象者及び保護者に対し 、 子宮頸がんに

よ る 健康被害状況、 ワ ク チン の安全性・ 有効性を 正し く 理解し ていただく ため、
案内チラ シやリ ーフ レ ッ ト で周知

・ 接種勧奨通知の個別送付：
小学６ 年生～中学３ 年生9,029人、 高校１ 年生相当2,038人

（ キャ ッ チアッ プ）
・ 対象者に接種勧奨はがき の個別送付： 26,439人
（ 定期接種・ キャ ッ チアッ プ）
・ （ 新規） 市内教育機関及び医療機関と 提携し た啓発動画の作成及び公開

 予防接種業務の推進
• 予防接種の推進に係る 関係

機関等と の連携・ 協力
• ワ ク チン接種の有効性・ 安

全性、 ワ ク チンに関する 正
し い知識の普及に向けた情
報発信

 ワ ク チン等の有効性等に関
する モニタ リ ングの実施

• 九州大学と 連携し た予防接
種施策の推進

予防接種施策
の推進
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４ ． 静岡市感染症予防計画における 主な取組

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

②新型コ ロ ナウ イ ルス ワ ク チン接種の推進
＜接種状況（ 65歳以上） ＞
・ 特例臨時接種99,945人（ 令和５ 年秋接種分）
・ 定期接種6,118人（ 10月接種分）
＜周知啓発＞
・ 動画・ 市ホームページ、 チラ シ、 組回覧、 ラ ジオによ る 周知啓発
③（ 新規） 帯状疱疹ワ ク チン接種の推進
＜帯状疱疹ワ ク チン接種費用助成事業＞
・ 実施時期 令和６ 年10月１ 日から
・ 助成対象 不活化ワ ク チンを 接種する 50歳以上の市民
・ 助成上限額 接種１ 回あたり 10,000円
・ 助成回数 １ 人あたり 生涯２ 回ま で
＜接種・ 申請状況＞
・ 接種者数 1,241人（ 10月接種者数）
・ 申込状況 7,408人（ 11月29日時点）
＜周知啓発＞
・ 市⾧定例記者会見によ る 周知
・ チラ シ配布： 組回覧、 市公共施設100か所
・ 広報誌掲載（ 広報し ずおか８ 月号）
・ 市ホームページやSNSを 通じ た情報発信

 ワ ク チン 等の有効性等に関する モニタ リ ン グの実施
①（ 新規） 九州大学と 連携し た予防接種施策の推進
日本人でのワ ク チン接種における 有効性と 安全性に関する エビデンス の創出
・ コ ロ ナワ ク チン接種状況等に関する 情報提供（ ４ 月）
・ 分析結果の説明会（ ８ 月）
・ 分析結果のフ ィ ード バッ ク （ 年度末実施予定）

予防接種施策
の推進
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４ ． 静岡市感染症予防計画における 主な取組

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

 関係機関と 連携し た感染症対策の推進
①市医師会と の協力・ 連携業務（ 意見交換会）

市と 医師会における 連携・ 協力体制を 一層強化する 意見交換会を 開催
（ 7/8： 静岡医師会、 7/25： 清水医師会）

②県内流行感染症の情報提供
薬剤耐性大腸菌発生事例を 市内医療機関へ情報提供（ 10/22）

③県と 連携し た感染症事前対応訓練の実施
積極的疫学調査、 個人防護服着脱等の研修を県と 共催で実施（ 再掲）
（ 10/10： 県藤枝総合庁舎、 職員６ 名参加）

④静岡県感染症対策連携協議会への参加
新型イ ンフ ルエンザ等対策行動計画や感染症対応訓練について協議
（ 7/31， 12/11（ 予定） ： 保健所他課を 含む職員）

⑤関係機関と の合同カンフ ァ レ ンス ：
・ 市内病院、 医師会、 外来感染対策向上加算取得医療機関、 市保健所が参加し 、

訓練及び感染症対策の情報共有、 意見交換（ 再掲）
（ 7/3， 9/5， 12/4， 3/6（ 予定） 、 Web等： 保健所他課を 含む職員）

⑥３ 類感染症以上発生時における 県への報告状況
３ 類： ３ 件、 ４ 類： １ 件（ デング熱） 、 ５ 類： ２ 件（ エイ ズ）

⑦市内医療機関感染管理担当者と の連携
疑い例発生時等における 病原体検査： 115件（ 市環境保健研究所） （ 再掲）

⑧感染症情報の速やかな情報共有： 国から の感染症関連情報を 医師会を 通じ 市内
医療機関へ情報提供

⑨県主催各種感染症対策委員会における 県内の感染症に関する 情報共有
・ 肝疾患医療対策委員会

ウ イ ルス 性肝炎等の患者に対する 医療の提供について協議
・ エイ ズ対策推進委員会

エイ ズ医療体制についての協議、 HIV感染者等発生動向の情報共有

 感染症に係る 医療提供体制
の確保

• 市医師会、 感染症指定医療
機関、 結核指定医療機関、
一般医療機関等と 連携し た
医療提供体制の確保及び情
報共有

• 民間業者、 消防機関等と 連
携し た移送体制の確保

 国・ 県等と の連携協力
• 感染症の発生状況等に関す

る 情報収集およ び国等への
報告

• 感染症対策に関する 国、 県
への総合調整の要請

関係機関等と
の連携
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５ ． 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症に関する アンケート 調査結果（ 予防計画関連） について

考え方・ 今後の対応主な意見
区
分

・ 受診可能な医療機関を発熱等受診相談センタ ー等で案内し ていたが、 感染者数の増加に
伴い医療体制がひっ 迫し 、 速やかに受診でき なかっ た方も いたと 考えている 。 ま た、 感
染予防、 対策を ホームページや動画配信、 メ ディ ア等を通じ 発信し ていたが、 刻々と 状
況が変化する 中、 適時適切な情報を十分発信でき なかったと 考えている 。

 医療機関と の連携体制を 更に充実さ せ、 医療提供体制を 確保する と と も に、 速やかな情
報収集・ 発信体制を構築し 、 情報発信力を 強化し ていく 。

受診可能な医療機関や感染予防・ 対策
に関する 情報が欲し い（ 市民）

行政
から
の情
報発
信

・ 感染者数等を 市ホームページやメ ディ アを通じ 発信し ていたが、 感染症に対する 差別や
偏見を 考慮し 、 情報発信し ていたため、 内容が不十分と 感じ た方も いたと 考えている 。

 必要以上の情報を 発信する こ と で、 不安を 煽る こ と も 考えら れる ため、 公表内容を十分
検討し た上で、 積極的に情報発信し ていく 。

感染者数やク ラ ス タ ー発生情報に関す
る 情報が欲し い（ 一方、 不安を煽る こ
と から 反対の意見も あった） （ 市民）

・ 様々な広報媒体を活用し 情報発信し ていたが、 世代ご と に情報収集の方法が異なる ため、
生活ス タ イ ルなど を 考慮し た情報発信が効果的と 考えている 。

 幅広い年代の方が情報収集でき る よ う 、 今後も 様々な広報媒体を 通じ た情報発信に取り
組んでいく 。 特に、 高齢者の方に対し ては、 情報を 分かり やすく 伝えら れる よ う 、 動画
を 活用する など 、 情報提供体制を 充実さ せていく 。

テレ ビ ・ ラ ジオや新聞・ 折込チラ シ
（ 高年齢の意見） 、 ホームページ等
（ 50代以下の意見） を 活用し た情報発
信をし て欲し い（ 市民）

・ 国から の感染症関連情報を 随時提供する ほか、 市医師会等を通じ 患者向け対応チラ シ等
を配布し ていたが、 流行初期は特にウ イ ルス に関する 情報が乏し く 、 ま た、 患者の対応方
法の変更点が速やかに正確な情報共有でき なかっ たと 考えている 。
 今後も 感染症に関する 情報収集に努める と と も に、 情報共有・ 伝達体制を 充実さ せる こ

と で、 速やかな情報提供に取り 組んでいく 。

今後、 新興感染症が発生し た場合にウ
イ ルス に関する 正確な情報や患者、 濃
厚接触者の取り 扱いに対する 情報が欲
し い（ 病院・ 診療所・ 施設）

患者対応や患者対応の変更点の情報が
不足し ており 、 かつ、 情報発信が迅速
でなかっ た（ 病院・ 診療所・ 施設）

・ 病院への入院は中等症２ 以上を 基準と し 、 保健所で入院調整し ていたため、 救急車の救
急搬送困難事案の発生状況が少ない状況であっ た。 一方、 保健所調整体制がひっ 迫し 、
迅速な入院調整が困難になる こ と も 考えら れる 。

 感染症法の規定で中等症２ 以上は保健所が入院調整する と さ れている ため、 規定に基づ
く 対応を 基本と し つつも 、 緊急事態発生時の入院調整方法を 関係機関と 検討し ていく 。

緊急を 要する 患者の場合の入院調整は、
保健所を 介さ ず、 診療所ま たは救急隊
から 直接病院に連絡、 搬送する こ と が
望ま し い（ 病院・ 施設）

体制
整備
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６ ． 新興感染症への対応

主な対応フ ェ ーズ

 感染症発生動向調査の着実な実施
• 国から の確実な情報収集及び関係機関と の情報共有
• 市医師会等を 通じ た、 発生届提出の徹底及び病原体の提出についての協力依頼
• 発生動向調査によ る 情報収集およ び分析結果の積極的な情報発信
 行動計画の見直し
• 市関係課と 連携し 、 予防計画と 整合し た新型イ ンフ ルエンザ等対応行動計画の見直し
 関係機関と の連携
• 社会福祉施設や学校等、 集団生活を営む施設に対する 、 感染症の発生、 ま ん延防止対策の周知啓発
 予防接種施策の推進
• 医師会等と 連携し た予防接種及び対象疾患に関する 正し い知識の普及
 保健所体制の確保
• IHEAT研修の実施及びIHEAT要員の確保
• 保健所職員向け感染症対策研修の実施

発生前

 情報収集・ 把握及び発信、 体制の確保
• 国から の診断、 治療に係る 方針について医療機関等へ周知
• 積極的な情報発信によ る 発生予防及びま ん延防止
• 市医師会及び医療機関等と の情報共有
• 感染症に関する 相談センタ ー等の設置
• 感染防止防護具等必要物資の確保
 積極的疫学調査の実施
• 積極的疫学調査の確実な実施
• 最新の知見情報の市環境保健研究所等と の共有と 検査体制の構築及び検査の実施
 健康診断、 就業制限及び入院勧告等の実施
• 健康診断の受診勧告、 対象者の就業制限及び入院勧告等を通じ たま ん延防止

流行初期

（ 発生１ 週間
～３ か月）

 新興感染症に関する 情報発信、 普及啓発
• 新興感染症に関する 正し い知識の普及啓発
 積極的疫学調査の実施
 臨時予防接実施
 外出自粛対象者の療養生活支援
• 保健所によ る 健康観察の実施、 市内関係機関や民間事業者を 活用し た健康観察体制の構築
• 県と 連携し た宿泊施設確保及び食料配送手配

流行初期以降

（ 発生３ か月
以降）
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７ ． 特に総合的に予防対策を推進すべき 感染症対策

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

 結核予防の推進及びま ん延防止
①DOTS（ 直接服薬確認療法） によ る 、 多剤耐性結核の発生防止及び治療完遂に向けた服薬支援

90人（ 継続率100％）
②結核患者接触者検診実施状況： 対象者242人（ う ち検診実施済み149人）

通所系施設利用者に高感染性結核発症者が多いが、 大半の方が定期的なレ ン ト ゲン検査を受け
ていなかった。

・ 大規模接触者検診実施状況

令和６ 年度に、 市内２ 施設において大規模な接触者検診を 実施
施設Ａ ： 利用者１ 名が高感染性の結核を 発症、 95名に接触者健診を 実施し 、 複数人への感染

を確認し た。
施設Ｂ ： 利用者１ 名が高感染性の結核を 発症、 92名に接触者健診を 実施（ 未受診３ 名、 再検査

１ 名） し 、 複数人への感染を 確認し た。 （ 結核集団感染発生事例）
⇒１ 施設では定期的な胸部レ ント ゲン検診を 受けていなかっ た。 ま た、 ２ 事例と も 結核の発症

に気づかずに多数の人と 接触し ていた。
⇒特に、 集団生活を営む施設等においては、 感染症がま ん延し やすく 、 注意が必要である 。
⇒施設利用者の健康管理及びま ん延防止の観点から 、 施設管理者に対し 、 利用者に定期的な健

康診断及びその後の精密検査の適切な受診勧奨を 実施する よ う 呼びかけていく 。

③住民検診実施状況（ R6.9.30時点)
・ 巡回車（ 延べ373回） 及び診療所（ 12か所） においてレ ント ゲン検診を 実施
・ 受検者数20,849人（ 65歳以上）
④BCGワ ク チンの接種状況
＜接種率＞R6（ 4~10月） ： 92.4% （ 1,984人） 、 R5（ 4~10月） ： 91.1% （ 2,199人）
⑤周知啓発（ 年に一度の検診及び有症状時の医療機関受診を 勧奨）
・ 高齢者施設： 施設入所者に定期的な健診の必要性を 説明する と と も に、 定期的な検診の必要性

を 報道機関へ情報提供（ 9/27）
・ 居宅介護支援事業所： 高齢者の結核発生状況の周知、 結核検診受診勧奨
・ 外国人学校： 外国人結核患者の現状、 定期健康診断の必要性、 検査結果・ 受診確認の必要性を

周知

 結核予防の推進及び
ま ん延防止

• 住民検診、 DOTS支援
等によ る 結核のま ん
延防止及び早期発見

 多剤耐性結核への対
策

• 多剤耐性結核患者確
認時の県及び医療機
関と の情報共有

結核
対策
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７ ． 特に総合的に予防対策を推進すべき 感染症対策

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

 早期発見及び相談・ 指導体制の充実
①匿名検査の実施状況： 延べ160人、 う ち陽性者0人（ 毎月1回、 保健所）
②外部機関実施の研修会への参加状況： 1名参加（ 計2回）

公益財団法人エイ ズ予防財団主催HIVエイ ズ件数基礎研修会等
③各医療機関の連携・ 協力によ る エイ ズ対策
・ エイ ズは早期発見・ 治療によ り 、 他者への感染リ ス ク を ほぼゼロ にでき る

病気である 。
・ エイ ズ中核病院だけでなく 、 一般医療機関でも 継続的な治療は可能である 。

→ 市内医療機関において、 エイ ズ対策に関する 正し い情報を 共有する と
と も に、 連携・ 協力によ り エイ ズ対策を推進

 正し い知識の普及啓発
エイ ズのま ん延防止と 患者・ 感染者に対する 差別・ 偏見の解消を 図る

①青少年への性教育講座
・ 静岡少年鑑別所： 原則毎月1回、 計５ 人
・ 市政出前講座： 72人（ 日本語学校）
②世界エイ ズデー（ 12月１ 日） にあわせた大学構内での啓発物の配布
・ パンフ レ ッ ト ： 静岡県立大学等市内大学４ か所
・ 啓発物： 静岡県立大学等市内大学３ か所
・ エイ ズ予防啓発ト イ レ ッ ト ペーパー（ 学生によ る デザイ ン） の配置：

静岡県立大学等市内大学・ 専門学校10か所、 各区役所・ 静岡市保健所
・ 世界エイ ズデーポス タ ー掲示： 市内全小中高等学校

 早期発見と 相談・ 指導体制の充実
• 無料、 匿名検査の実施によ る 早期発見

及び早期治療
• 相談対応職員の資質向上
 正し い知識の普及啓発
• 偏見や差別のない社会づく り

HIV/
エイ ズ
対策
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７ ． 特に総合的に予防対策を推進すべき 感染症対策

令和６ 年度の状況（ R6.10.31時点）取組内容項目

 予防の推進
乳幼児や妊娠希望女性等への予防接種を推進する こ と で、 麻し ん・ 風し んの発生及び
ま ん延防止を 図る

①先天性風し ん症候群（ CRS） 予防のための風し ん抗体検査実施状況： 306人
対象： 妊娠希望女性と そのパート ナー及び妊婦の同居家族

②CRS予防のための風し ん予防接種実施状況： 397人
対象： H26.4.1以降の抗体検査の結果抗体価不十分な方

③予防接種状況（ １ 期： １ 歳～２ 歳未満、 ２ 期： 小学校就学前の１ 年間）
＜接種率＞

R6年度上半期接種率： １ 期46.8% 、 ２ 期45.3%
R5年度接種率： １ 期95.3% 、 ２ 期90.3%

＜接種勧奨＞
・ 個別勧奨通知によ る 接種勧奨（ １ ・ ２ 期： 出生後、 ２ 期： 小学校就学前）
・ 就学時健診における 未接種者確認

 患者発生時の感染拡大防止
①医療機関と 連携し た疑い症例の検査

疑い患者の検体採取及び市環境保健研究所での検査： 36検体（ 12例）
②感染拡大防止策等についての情報発信

市ホーム ページによ り 麻し ん・ 風し んの症状、 感染力、 感染拡大防止策等を 情報発信

 予防の推進
• 教育関係部局と 連携し た

積極的な予防接種の推進
• 妊娠希望女性等への風し

ん抗体検査及び予防接種
の実施

 患者発生時の感染拡大
防止

• 積極的疫学調査及び市民
や医療機関と 連携し た感
染拡大防止

麻し ん・
風し ん対
策

 予防の推進
定期予防接種の推進や正し い知識の普及啓発によ り 、 新たな感染者の発生防止を 図る

①正し い知識の普及啓発活動の実施状況： 世界肝炎デー（ 7月28日） にあわせ、 県と 連
携し て啓発物品を 配布する 等、 肝炎に対する 正し い知識の普及啓発を実施

②肝炎検査の実施状況： 2,338人（ 肝炎ウ イ ルス 未検査者対象）
③B型肝炎ワ ク チンの接種状況（ １ 回目）
＜接種率＞R6（ 4~10月） ： 95.7% （ 2,055人） 、 R5（ 4~10月） ： 92.3% （ 2,161人）

 早期治療の勧奨
①検査陽性者に対する 受診勧奨実施状況： 16人
②肝疾患かかり つけ医や地域肝疾患診療連携拠点病院の公表（ 県）

 予防の推進
• 検査によ る 早期発見・ 早

期治療
• 正し い知識の普及啓発に

よ る 感染予防
 早期治療の勧奨
• 検査陽性者の早期受診勧

奨
• 県と 連携し た、 専門医に

よ る 診療提供体制の構築

ウ イ ルス
性
肝炎対策
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